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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　静電荷像担持体を帯電部材により帯電させる工程と、帯電された静電荷像担持体に静電
潜像を形成させる静電潜像形成工程と、トナー担持体上に担持させたトナーを該静電潜像
に転移させて可視化する現像工程と、該静電荷像担持体上に形成されたトナー画像を記録
媒体上に転写する転写工程と、転写工程後の静電荷像担持体表面をクリーニング部材でク
リーニングするクリーニング工程とを有する画像形成方法であって、
　該静電荷像担持体は、少なくとも光導電層と、水素化アモルファス炭化珪素で形成され
ている表面層とを順次積層した電子写真感光体であり、該表面層の珪素原子の原子密度と
炭素原子の原子密度の和が６．６０×１０22原子／ｃｍ3以上であり、
　該トナーは少なくとも結着樹脂および着色剤を含有するトナー粒子と無機微粉体を有す
るトナーであり、該無機微粉体は、チタン酸ストロンチウムであり、該無機微粉体のモー
ス硬度が４．０以上７．０以下であることを特徴とする画像形成方法。
【請求項２】
　該電子写真感光体の表面層における、珪素原子の原子数と炭素原子の原子数の和に対す
る炭素原子の原子数の比が０．６１以上０．７５以下であることを特徴とする請求項１に
記載の画像形成方法。
【請求項３】
　該電子写真感光体の表面層における、珪素原子の原子数、炭素原子の原子数、および水
素原子の原子数の和に対する水素原子の原子数の比が０．３０以上０．４５以下であるこ



(2) JP 5300360 B2 2013.9.25

10

20

30

40

50

とを特徴とする請求項１又は２に記載の画像形成方法。
【請求項４】
　該無機微粉体は、一次粒子の個数平均粒径が３０ｎｍ以上８００ｎｍ以下であることを
特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の画像形成方法。
【請求項５】
　該無機微粉体は、６個の四角形で囲まれた凸多面体である六面体の粒子形状を有する粒
子を５０個数％以上含有していることを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載
の画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電子写真法、静電記録法、磁気記録法などを利用した記録方法に用いられるト
ナー及び画像形成方法に関するものである。
【０００２】
　詳しくは、本発明は、感光体上にトナー像を形成後、トナー像を転写材上に転写して画
像形成する、複写機、プリンター、ファックスの如き画像形成方法に用いられるトナー及
び画像形成方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　従来、電子写真法として多数の方法が知られている。
【０００４】
　一般的な電子写真法には、光導電性物質を利用して、種々の手段により像担持体（感光
体）上に電気的な潜像を形成し、次いで、該潜像にトナーを現像して可視化し、トナー画
像を得る、さらに必要に応じて紙などの転写材にトナー画像を転写した後に、熱／圧力に
より転写材上のトナー画像を定着して複写物を得る方法が知られている。
【０００５】
　これら電子写真法を用いた画像形成装置は、複写機以外にプリンターやファクシミリと
して適用されている。
【０００６】
　また近年では、情報産業の発達と環境意識の高まりに伴い、産業上またはオフィス用途
として、高画質、長寿命、低ランニングコスト、さらに小型で低電力な画像形成装置が望
まれてきている。これらの要望に対して電子写真本体、感光体、現像剤、各種機能部材の
各方面からのアプローチがなされている。
【０００７】
　例えば感光体においては、耐摩耗性が低く耐久性に劣る低分子有機光導電性材料を使用
した感光体に代えて、耐摩耗性が高いａ－Ｓｉ感光体を用いることで感光体を長寿命化し
、ランニングコストを抑える方法が知られている。
【０００８】
　また、潜像を形成する前に感光体を所定の電位に帯電させる帯電装置としては、高電圧
が必要な従来のスコロトロン方式などのコロナ帯電に代えて、感光体と接触する帯電装置
を用いることで帯電装置の小型化、低オゾン、低電力化を達成できる。例えば、帯電部材
と被帯電体との微小な隙間に近接放電を発生させて帯電をおこなう接触帯電方式や、放電
を伴わず直接電荷を注入する注入帯電方式などがあり、感光体と接触する帯電部材として
はローラ型（帯電ローラ）、ファーブラシ型、磁気ブラシ型、ブレード型等が知られてい
る。
【０００９】
　これらの接触帯電装置は、感光体と接触している構造上、トナーやトナーに含まれる無
機微粉体等が感光体上に残っていた場合に、帯電装置が転写残トナー等により汚染され、
帯電が阻害される、また均一な帯電ができなくなるといった問題が起きやすい。
【００１０】
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　感光体上に残るトナーや無機微粉体を減少させるためには、感光体に現像されたトナー
画像を転写する際の転写効率を向上させることが肝要であるが、それでも転写されなかっ
たトナーはクリーニング工程でクリーニングすることが行われる。
【００１１】
　クリーニング工程としては、例えばファーブラシやウエブを使った方式が知られている
が、低コストでクリーニング性能の高いブレード方式が好ましく用いられる。例えばゴム
などの弾性体でつくられたブレード状のクリーニング部材を感光体に押し当て、感光体上
の転写残トナー等をせき止めて回収する方法である。
【００１２】
　接触帯電装置を使用する場合には、転写残トナーなどによる帯電装置の汚染を防ぐため
、非接触帯電装置の場合よりもより精密にクリーニングすることが必要な場合があり、ク
リーニング部材を感光体に強い圧力で押し当てることが必要になる場合がある。
【００１３】
　耐摩耗性の高いａ－Ｓｉ感光体においては、クリーニング部材を強く押し当てた際に摩
擦抵抗が高くなることがあり、特に低温低湿度の環境において、クリーニング部材の鳴き
やびびりといった現象や、回転トルクが上昇するといった問題が起きやすい。
【００１４】
　鳴きやびびりの対策としては、ａ－Ｓｉ感光体であっても、表面層の原子密度を低く抑
えることで表面層を摩耗しやすくし、表面層が摩耗していくことで画像流れなど画像欠陥
を防止（例えば特許文献１）するとともに摩擦抵抗を抑えることが出来る。
【００１５】
　また、トナーに含まれる無機微粉体と感光体との関係においては、感光体表面層と同等
以上の硬度をもつ無機微粉体を選択する（例えば特許文献２乃至３）ことで感光体表面の
研磨を促進し、画像欠陥を抑制する方法が知られている。しかし、感光体表面層の原子密
度を低く抑えたり研磨性の高い研磨剤をトナーに添加するなど、これら感光体表面の摩耗
を促進する方法は、感光体を消耗させ感光体の寿命を縮めてしまうことになる。
【００１６】
　さらに、感光体を摩耗させ続けることにより性能を維持するこれらの方法では、たとえ
ば無地に近い低印字原稿を出力し続けた場合には、感光体を研磨する無機微粉体の供給が
減少するために画像流れやブレードめくれを起こすことがある。
【００１７】
　以上のように、従来の技術ではクリーニング部材の鳴きやびびりを抑え画像流れ等の画
像欠陥を抑制するために、感光体の表面を摩耗させる必要があった。ａ－Ｓｉ感光体では
、表面を摩耗させてもある程度の長寿命を期待できるが、しかし、さらなる長寿命化のた
めには、感光体表面の摩耗は抑制したほうが好ましい。
【００１８】
　表面層の原子密度が高く摩耗の少ない感光体と消費電力の低い接触帯電装置を組み合わ
せても、前述のようなクリーニング部材の鳴きやびびりが発生せず、また感光体の摩耗を
促進させることなく画像流れ等の画像欠陥を抑制でき、幅広い使用環境において高画質を
達成する長寿命で低電力な画像形成装置を得ることは、従来の技術では困難であった。
【００１９】
【特許文献１】特許第３１２４８４１号公報
【特許文献２】特開平０５－１８１３０６号公報
【特許文献３】特開２００４－１６３５６０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００２０】
　本発明の目的は、上記従来技術の問題点を解決するトナーおよび画像形成方法を提供す
ることにある。即ち、本発明の目的は、長寿命を達成する表面層の原子密度の高い感光体
を用いても、クリーニング部材を強い圧力で押し当てた際の鳴きやびびりを抑えるととも
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に画像欠陥を起こさないトナーを提供し、長寿命感光体と省電力化のための接触帯電装置
を組み合わせることを可能とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　上記目標を達成するための、本出願に関わる発明は以下のとおりである。
【００２２】
　（１）本発明は、静電荷像担持体を帯電部材により帯電させる工程と、帯電された静電
荷像担持体に静電潜像を形成させる静電潜像形成工程と、トナー担持体上に担持させたト
ナーを該静電潜像に転移させて可視化する現像工程と、該静電荷像担持体上に形成された
トナー画像を記録媒体上に転写する転写工程と、転写工程後の静電荷像担持体表面をクリ
ーニング部材でクリーニングするクリーニング工程とを有する画像形成方法において、
　該静電荷像担持体は、少なくとも光導電層と、水素化アモルファス炭化珪素で形成され
ている表面層とを順次積層した電子写真感光体であり、該表面層の珪素原子の原子密度と
炭素原子の原子密度の和が６．６０×１０22原子／ｃｍ3以上であり、
　該トナーは少なくとも結着樹脂および着色剤を含有するトナー粒子と無機微粉体を有す
るトナーであり、該無機微粉体は、チタン酸ストロンチウムであり、該無機微粉体のモー
ス硬度が４．０以上７．０以下であることを特徴とする。
【００２３】
　（２）本発明は、該無機微粉体が、一次粒子の個数平均粒径が３０ｎｍ以上８００ｎｍ
以下であることを特徴とする。
【００２５】
　（３）本発明は、該無機微粉体が、６個の四角形で囲まれた凸多面体である六面体の粒
子形状を有する粒子を５０個数％以上含有していることを特徴とする。
【００２６】
　（４）本発明は、該電子写真感光体の表面層における、珪素原子の原子数と炭素原子の
原子数の和に対する炭素原子の原子数の比が０．６１以上０．７５以下であることを特徴
とする。
【００２７】
　（５）本発明は、該電子写真感光体の表面層における、珪素原子の原子数、炭素原子の
原子数、および水素原子の原子数の和に対する水素原子の原子数の比が０．３０以上０．
４５以下であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明の、電子写真感光体表面層が水素化アモルファス炭化珪素で形成されており、珪
素原子と炭素原子の原子密度の和が６．６０×１０22原子／ｃｍ3以上である原子密度が
高い表面層を形成することにより、膜構造の骨格を形成する珪素原子および炭素原子の原
子同士の結合力が向上し切れにくくなると考えられ、耐摩耗性に優れた感光体が得られる
。
【００２９】
　耐摩耗性に優れることにより長寿命化が図れるほか、摩耗ムラやキズなどの発生が抑え
られ長期にわたり平滑な表面を維持できる。これにより、感光体とクリーニングブレード
の接触部において、本発明の無機微粉体を長期にわたりムラなく保持することができ、長
期にわたり適度な潤滑効果を維持することができる。
【００３０】
　同時に、感光体表面層の骨格原子の結合力が高く空間率が低いことから、炭素原子と酸
化物質の反応確率が低減し、帯電手段による感光体表面の酸化反応を抑制する効果が現れ
る。酸化反応が抑制されたことから、感光体表面での極性基の生成が抑制され、水分や帯
電生成物等の吸着が低減され、これまで感光体の表面を摩耗させることで解消していた画
像流れを、摩耗に依らず抑制することが可能となり、感光体の長寿命化を達成できる。
【００３１】
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　本発明のトナーに含まれる無機微粉体が、モース硬度４．０以上７．０以下である物質
より選択されることにより、低温度低湿度の環境においてもクリーニング部材の鳴きやび
びりを抑制でき、感光体の摩耗を抑制し画像欠陥を発生させることなく長寿命を達成でき
る。
【００３２】
　トナー表面の無機微粉体は、現像工程や転写工程においてその一部がトナーから離れて
遊離状態にあることが知られている。トナーから遊離した無機微粉体には、クリーニング
部材と感光体が当接するニップ部において、クリーニング部材と感光体との潤滑剤となっ
たり、トナーを堰き止めてすり抜けを防止する効果を発揮させることができる。
【００３３】
　本発明の耐摩耗性に優れた感光体表面層に、さらに接触帯電装置を採用するためクリー
ニング部材を強く押し当てたとき、モース硬度が４．０未満の無機微粉体であると、無機
微粉体が摩滅してしまい、潤滑剤の働きができなくなって感光体の鳴きやびびりが発生し
たり、または摩滅した無機微粉体がクリーニング部材をすり抜け、潤滑剤の働きができな
くなるほか、帯電器を汚染したり、感光体表面を覆ってしまい画像の濃度低下を起こすこ
とがある。
【００３４】
　また、モース硬度が７．０を超える物質であると、感光体を研磨する力が強くなるため
感光体の摩耗が進み、膜厚が薄くなることや周方向のキズの発生により寿命を縮めてしま
う。
【００３５】
　本発明のトナーに含まれる無機微粉体が、さらに一次粒子の個数平均粒径が３０ｎｍ以
上８００ｎｍ以下であると、クリーニング部材の鳴きやびびりがさらに抑制され、トナー
すり抜けなどのクリーニング不良も抑制されて好ましく、８０ｎｍ以上３００ｎｍ以下で
あるとさらに好ましい。
【００３６】
　個数平均粒径が３０ｎｍ未満であると、クリーニング部材からすり抜けやすく、潤滑剤
の働きができずに感光体の鳴きやびびりを起こしたり、帯電器を汚染することがある。個
数平均粒径が８００ｎｍを超える場合は、ニップ部でのトナー堰き止め効果が小さくトナ
ーすり抜けを起こしやすくなる。
【００３７】
　本発明のトナーに含まれる無機微粉体が、さらにチタン酸ストロンチウムを主成分とす
る物質であることが好ましい。クリーニング部材の鳴きやびびりの抑制がさらに良好とな
り、帯電器の汚染も良好となる。理由は定かではないが、弱正帯電の帯電特性を持つチタ
ン酸ストロンチウムが感光体に対して弱い反発力を持ち、クリーニング部材からすり抜け
にくく潤滑効果を好適に発揮しているものと考えている。
【００３８】
　本発明のトナーに含まれる無機微粉体が、さらに稜線や頂点を持つ六面体状の粒子形状
を有する粒子を５０個数％以上含有することにより、感光体表面のかき取り効果が好適に
発揮されクリーニング性がさらに良好となり、さらに好ましい。
【００３９】
　本発明の電子写真感光体の表面層の珪素数と炭素原子の原子数の和に対する炭素原子の
原子数の比が０．６１以上０．７５以下であることにより、より高画質な画像を得られ、
さらに好ましい。
【００４０】
　珪素原子と炭素原子の原子数の和に対する炭素原子の原子数の比が０．６１より小さい
と、特に、原子密度の高い水素化アモルファス炭化珪素を作成した場合、炭化珪素の抵抗
値が低下する場合がある。抵抗値が低下すると静電潜像の横流れが起き、特に低濃度側の
画像濃度が低下してしまい、階調性が低下してしまう。また、この比が０．７５より大き
いと、特に、原子密度の高い水素化アモルファス炭化珪素を作成した場合、表面層での光
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吸収が急激に増加する場合がある。表面層の光吸収が増加すると感光体の光感度が低下し
、静電潜像形成時に必要な像露光光量を大きくする必要がある。このような場合、製造時
や摩耗による感光体表面層の厚みの僅かなムラに対し光感度が敏感に変化して、画像の濃
度ムラを生じやすくなる。
【００４１】
　本発明の電子写真感光体の表面層が、珪素原子の原子数、炭素原子の原子数、および水
素原子の原子数の和に対する水素原子の原子数の比が０．３０以上０．４５以下であるこ
とにより、さらに高画質な画像を得られ、さらに好ましい。
【００４２】
　珪素原子、炭素原子、および水素原子の原子数の和に対する水素原子の原子数の比が０
．３０より小さいと、特に、原子密度の高い水素化アモルファス炭化珪素を作成した場合
に、光学的バンドギャップが狭くなり、光吸収が増加することにより感度が低下する場合
がある。また、この比が０．４５より大きいと、表面層中にメチル基のような水素原子の
多い終端基が増加する傾向が見られる。これら複数の水素原子を有する終端基が多く存在
すると、原子構造中に大きな空間を形成するとともに、周囲に存在する原子間の結合にひ
ずみを生じさせる。このような構造上弱い部分は耐摩耗性に劣るだけでなく、酸化に対し
て非常に弱い部分となり、水分や帯電生成物が吸着して画像流れを起こしてしまう。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４３】
　本発明は、静電荷像担持体を帯電部材により帯電させる工程と、帯電された静電荷像担
持体に静電潜像を形成させる静電潜像形成工程と、トナー担持体上に担持させたトナーを
該静電潜像に転移させて可視化する現像工程と、該静電荷像担持体上に形成されたトナー
画像を記録媒体上に転写する転写工程と、転写後の静電荷像担持体表面をクリーニング部
材でクリーニングするクリーニング工程とを有する画像形成方法を前提としている。
【００４４】
　まず、本発明の静電荷像担持体は、少なくとも光導電層と、水素化アモルファス炭化珪
素で形成されている表面層とを順次積層した電子写真感光体であり、該表面層の珪素原子
の原子密度と炭素原子の原子密度の和が６．６０×１０22原子／ｃｍ3以上であることを
特徴とする。
【００４５】
　図１は本発明のａ－Ｓｉ系感光体を作製するための高周波電源を用いたＲＦプラズマＣ
ＶＤ法による感光体の堆積装置の一例を模式的に示した図である。
【００４６】
　この装置は大別すると、反応容器１１１０を有する堆積装置１１００、原料ガス供給装
置１２００、および、反応容器１１１０内を減圧する為の排気装置（図示せず）から構成
されている。
【００４７】
　堆積装置１１００中の反応容器１１１０内にはアースに接続された導電性基体１１１２
、導電性基体加熱用ヒータ１１１３、および、原料ガス導入管１１１４が設置されている
。さらにカソード電極１１１１には高周波マッチングボックス１１１５を介して高周波電
源１１２０が接続されている。
【００４８】
　原料ガス供給装置１２００は、ＳｉＨ4、Ｈ2、ＣＨ4、ＮＯ、Ｂ2Ｈ6等の原料ガスボン
ベ１２２１乃至１２２５、バルブ１２３１乃至１２３５、圧力調整器１２６１乃至１２６
５、流入バルブ１２４１乃至１２４５、流出バルブ１２５１乃至１２５５およびマスフロ
ーコントローラ１２１１乃至１２１５から構成されている。各原料ガスを封入したガスの
ボンベは補助バルブ１２６０を介して反応容器１１１０内の原料ガス導入管１１１４に接
続されている。
【００４９】
　次にこの装置を使った堆積膜の形成方法について説明する。まず、あらかじめ脱脂洗浄
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した導電性基体１１１２を反応容器１１１０に受け台１１２３を介して設置する。次に、
排気装置（図示せず）を運転し、反応容器１１１０内を排気する。真空計１１１９の表示
を見ながら、反応容器１１１０内の圧力が例えば１Ｐａ以下の所定の圧力になったところ
で、基体加熱用ヒータ１１１３に電力を供給し、導電性基体１１１２を例えば５０℃から
３５０℃の所望の温度に加熱する。このとき、ガス供給装置１２００より、Ａｒ、Ｈｅ等
の不活性ガスを反応容器１１１０に供給して、不活性ガス雰囲気中で加熱をおこなうこと
もできる。
【００５０】
　次に、ガス供給装置１２００より堆積膜形成に用いるガスを反応容器１１１０に供給す
る。すなわち、必要に応じバルブ１２３１乃至１２３５、流入バルブ１２４１乃至１２４
５、流出バルブ１２５１乃至１２５５を開き、マスフローコントローラ１２１１乃至１２
１５に流量設定をおこなう。各マスフローコントローラの流量が安定したところで、真空
計１１１９の表示を見ながらメインバルブ１１１８を操作し、反応容器１１１０内の圧力
が所望の圧力になるように調整する。所望の圧力が得られたところで高周波電源１１２０
より高周波電力を印加すると同時に高周波マッチングボックス１１１５を操作し、反応容
器１１１０内にプラズマ放電を生起する。その後、速やかに高周波電力を所望の電力に調
整し、堆積膜の形成をおこなう。
【００５１】
　所定の堆積膜の形成が終わったところで、高周波電力の印加を停止し、バルブ１２３１
乃至１２３５、流入バルブ１２４１乃至１２４５、流出バルブ１２５１乃至１２５５、お
よび補助バルブ１２６０を閉じ、原料ガスの供給を終える。同時に、メインバルブ１１１
８を全開にし、反応容器１１１０内を１Ｐａ以下の圧力まで排気する。
【００５２】
　以上で、堆積層の形成を終えるが、複数の堆積層を形成する場合、再び上記の手順をく
り返してそれぞれの層を形成すれば良い。原料ガス流量や、圧力等を光導電層形成用の条
件に一定の時間で変化させて、接合領域の形成をおこなうこともできる。
【００５３】
　すべての堆積膜形成が終わったのち、メインバルブ１１１８を閉じ、反応容器１１１０
内に不活性ガスを導入し大気圧に戻した後、導電性基体１１１２を取り出す。
【００５４】
　本発明の電子写真感光体は、従来周知の電子写真感光体の表面層に比べてａ－ＳｉＣを
構成している珪素原子及び炭素原子の原子密度を上げて、原子密度の高い膜構造の表面層
を形成している。
【００５５】
　本発明の原子密度の高いａ－ＳｉＣ表面層を作製する場合には、表面層作成時の条件に
もよるが、一般的に、反応容器に供給するガス量が少ない方が良く、高周波電力は高い方
が良く、反応容器内の圧力が高い方が良く、さらに、導電性基板の温度が高い方が良い。
【００５６】
　まず、反応容器内に供給するガス量を減らし、且つ高周波電力を上げることにより、ガ
スの分解を促進させることができる。これにより、珪素原子供給源（例えば、ＳｉＨ4）
よりも分解し難い炭素原子供給源（例えば、ＣＨ4）を効率良く分解することができる。
その結果、水素原子の少ない活性種が生成され、基体上に堆積した膜中の水素原子が減少
するため原子密度の高いａ－ＳｉＣ表面層が形成可能となる。
【００５７】
　また、反応容器内の圧力を高めることで、反応容器内に供給された原料ガスの滞留時間
が長くなり、また、原料ガスの分解により生じた水素原子により弱結合水素の引き抜き反
応が生じるため、珪素原子と炭素原子のネットワーク化が促進される。
【００５８】
　さらに、導電性基板の温度を上げることにより、導電性基板に到達した活性種の表面移
動距離が長くなり、より安定した結合をつくることができる。その結果、ａ－ＳｉＣ表面
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層として、より構造的に安定した配置に各原子が結合される。
【００５９】
　本発明のトナーは少なくとも結着樹脂および着色剤を含有するトナー粒子と無機微粉体
を有するトナーであり、該無機微粉体は、モース硬度が４．０以上７．０以下であること
を特徴とする。
【００６０】
　トナー粒子の製造方法は特に限定されず、懸濁重合法、乳化重合法、会合重合法、混練
粉砕法など、公知の何れの方法で製造されてもよい。
【００６１】
　一例として、混練粉砕法における本発明のトナーの製造方法について説明する。
【００６２】
　本発明のトナーは、結着樹脂、着色剤、その他の添加剤等を、ヘンシェルミキサー、ボ
ールミル等の混合機により十分混合してから加熱ロール、ニーダー、エクストルーダーの
ような熱混練機を用いて溶融混練し、冷却固化後粉砕及び分級をおこなう。
【００６３】
　特に、粗大粒子の形状を制御したトナーの製造方法に使用される粉砕手段としては機械
式粉砕機を用いることが好ましい。前記機械式粉砕機の例には、ホソカワミクロン（株）
製粉砕機イノマイザー、川崎重工業（株）製粉砕機ＫＴＭ、ターボ工業（株）製ターボミ
ルなどが含まれる。これらの装置をそのまま、あるいは適宜改良して使用することが好ま
しい。
【００６４】
　さらにモース硬度が４．０以上７．０以下である無機微粉体と、必要に応じて所望の添
加剤をヘンシェルミキサー等の混合機により十分混合し、作製される。または、混合はト
ナー粒子の製造後における任意の時点で外添することもできる。例えばトナー粒子の分級
や球形化をおこなう工程でトナーに外添することもできる。
【００６５】
　別の例として、懸濁重合法における本発明のトナーの製造方法について説明する。
【００６６】
　まず重合性単量体中に、低軟化点物質、極性樹脂、着色剤、荷電制御剤、重合開始剤、
その他の添加剤を加え、ホモジナイザー、超音波分散機等によって均一に溶解または分散
せしめた単量体系を、分散安定剤を含有する水相中に通常の撹拌機またはホモジナイザー
、ホモミキサー等により分散せしめる。
【００６７】
　この際、好ましくは単量体液滴が所望のトナー粒子のサイズを有するように、撹拌速度
、時間を調整し造粒する。その後は、分散安定剤の作用により、粒子状態が維持され、且
つ粒子の沈降が防止される程度の撹拌をおこなえばよい。
【００６８】
　重合温度は４０℃以上、一般的には５０℃以上９０℃以下の温度に設定しておこなうの
がよい。また、重合反応後半に昇温してもよく、さらに、トナー定着時の臭いの原因等に
なる未反応重合性単量体、副生成物等を除去するために、反応後半または反応終了時に一
部水系媒体を留去してもよい。
【００６９】
　反応終了後、生成したトナー粒子を洗浄、濾過により回収し乾燥する。懸濁重合法にお
いては、通常単量体系１００質量部に対して水３００質量部乃至３０００質量部を分散媒
として使用するのが好ましい。
【００７０】
　トナー粒子の粒度分布制御や粒径の制御は、造粒時の系のｐＨ調整、難水溶性の無機塩
や保護コロイド作用をする分散剤の種類や添加量を変える方法や、機械的装置条件、例え
ばロータの周速、パス回数、撹拌羽根形状等の撹拌条件や、容器形状または水溶液中での
固形分濃度等を制御することによりおこなえる。
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【００７１】
　上記方法によって作成されたトナー粒子は、必要に応じて分級を行い、以下、混練粉砕
法と同様にモース硬度が４．０以上７．０以下である無機微粉体と、必要に応じて所望の
添加剤をヘンシェルミキサー等の混合機により十分混合し作製される。
【００７２】
　本発明のトナーは、上述の方法によらず何れの方法を用いて製造しても構わないが、モ
ース硬度が４．０以上７．０以下である無機微粉体を少なくとも有する。
【００７３】
　前記無機微粉体には、例えば酸化亜鉛（モース硬度、以下同じ：４乃至５）、酸化セリ
ウム（６乃至７）、酸化鉄（６）、酸化ジルコニウム（７）、二酸化クロム（６乃至７）
、四三酸化マンガン（４）、酸化スズ（６乃至７）、等の金属酸化物、チタン酸ストロン
チウム（５乃至６）等の複合金属酸化物、炭酸マグネシウム（４）等の金属塩、アパタイ
ト（５）等のリン酸化合物、シリカ（７）等のケイ酸化合物などが挙げられる。
【００７４】
　無機微粉体の選択および調整法は、本発明の範囲であればとくに制限を受けない。２種
以上の異なる物質をあわせて選択してもよいし、粒径を違えた同じ物質をあわせて選択し
ても構わない。同じ物質でも形状が異なるものを混合してもよいし、調整法が異なるもの
を混合してもよい。
【００７５】
　本発明のトナーに含まれる前記無機微粉体の好ましい粒径は、個数平均粒子径が３０ｎ
ｍ以上８００ｎｍ以下である。
【００７６】
　本発明における無機微粉体の個数平均粒子径については、電子顕微鏡にて５万倍の倍率
で撮影した写真から無作為に１００個のサンプルを取り出し、球状粒子に関してはその直
径、楕円形球状、または直方体状粒子に関しては短径と長径の平均値、板状粒子に関して
は面方向から見た長辺と短辺の平均値をもって、前記粒子の粒径とし、それらの平均の値
を求め個数平均粒径として、その平均を求めた。
【００７７】
　本発明のトナーに含まれる前記無機微粉体の好ましい含有量は、トナー粒子１００質量
部に対して０．０１質量部以上５．０以下質量部であり、より好ましくは０．０５質量部
以上３．０以下質量部である。
【００７８】
　無機微粉体の含有量を、上記範囲に設定することにより、無機微粉体のトナーから遊離
した遊離量が、本発明の効果を発現するための好ましい範囲となる。
【００７９】
　無機微粉体の粒子形状は、球状やぶどう状、針状、多面体、板状など、何れであっても
構わないが、６個の四角形で囲まれた凸多面体である六面体の粒子形状を有する粒子を含
有していると、その頂点や稜線がクリーニング性を向上させていると考えられ、より好ま
しい。
【００８０】
　該無機微粉体のうち５０個数％以上が六面体の粒子形状を有することにより、クリーニ
ング性能に特に優れ、本発明の効果をより好適に発揮する。
【００８１】
　前記無機微粉体粒子には、さらに疎水化処理を施してもよい。無機微粉体粒子に疎水化
処理を施すことにより、環境による摩擦帯電量の変動を抑制することができる場合がある
。疎水化処理剤としては、カップリング剤やシリコーンオイル、脂肪酸金属塩などの処理
剤が挙げられる。
【００８２】
　例えば、親水基と疎水基を有する化合物であるカップリング剤の場合、親水基側が無機
微粉体表面を覆うことで疎水基側が外側になり、無機微粉体の疎水化がなされる。
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【００８３】
　また、上述のような疎水化処理剤の場合には分子レベルでの表面処理のために、該無機
微粉体の形状がほとんど変化せず、立方体状、直方体状の形状による効果が維持されるの
でより好ましい。
【００８４】
　カップリング剤としてはチタネート系、アルミニウム系、シラン系カップリング剤等が
挙げられ、脂肪酸金属塩としてはステアリン酸亜鉛、ステアリン酸ナトリウム、ステアリ
ン酸カルシウム、ラウリン酸亜鉛、ステアリン酸アルミニウム、ステアリン酸マグネシウ
ムなどが挙げられ、また脂肪酸であるステアリン酸などでも同様の効果が得られる。
【００８５】
　処理の方法としては、疎水化処理剤などを溶媒中に溶解、分散させ、その中に無機微粉
体を添加し、撹拌しながら溶媒を除去して処理する湿式方法や、カップリング剤、脂肪酸
金属塩と無機微粉体を直接混合して撹拌しながら処理をおこなう乾式方法などが挙げられ
る。
【００８６】
　また、疎水化処理については無機微粉体を完全に処理、被覆する必要は無く、効果が得
られる範囲で無機微粉体が露出していても構わない。つまり表面の処理が不連続に形成さ
れていても良い。
【００８７】
　本発明のトナーに含まれる無機微粉体以外に、その他の外添剤として、シリカ、アルミ
ナ、酸化チタン等の無機酸化物、カーボンブラック、フッ化カーボン等の微粒径の無機微
粉体をトナー粒子に外添混合してもよい。これらは、トナーに流動性および帯電性などを
付与する。
【００８８】
　トナー粒子表面に分散されたシリカ微粉体、アルミナ微粉体または酸化チタン微粉体が
細かい粒子であると、これら微粉体は高い流動性付与効果を有するので、これら微粉体は
細かい粒子であることが好ましい。これら微粉体の好ましい個数平均粒径は５ｎｍ以上１
００ｎｍ以下であり、さらに好ましくは５ｎｍ以上５０ｎｍ以下である。
【００８９】
　これら無機微粉体の好ましい添加量は、トナー粒子１００質量部に対して、０．０３質
量部以上５質量部以下である。該無機微粉体の添加量が０．０３質量部未満の場合は、十
分な流動性付与効果を得ることができないことが多い。また、５質量部超の場合は、トナ
ーが締まり易くなるとともに、過剰な外添剤が多量に遊離し、悪影響を及ぼし易い。
【００９０】
　本発明のトナーおよび電子写真感光体を搭載する電子写真装置に関しては特に制限はな
く、図２に示す従来の電子写真装置であっても、高湿流れ抑制、耐磨耗性において、従来
のトナーおよび電子写真感光体よりも好ましい効果が得られる。
【００９１】
　さらに本発明は、たとえば図３に示すように接触帯電部材を採用し、転写残トナーによ
る帯電部材の汚染を防ぐためクリーニング部材を感光体に強く押しつける条件であっても
、クリーニング部材の鳴きやびびりを起こすことがなく、帯電部材や電力供給部の小型化
が可能である。したがって従来の電子写真装置よりもさらに長寿命で低電力な画像形成装
置を提供することができる。
【実施例】
【００９２】
　以下、本発明の具体的実施例について説明するが、本発明はこれらの実施例に限定され
るものではない。
【００９３】
　（感光体の製造例Ｄ１乃至１１）
　図１に示す、周波数としてＲＦ帯の高周波電源を用いたプラズマ処理装置を用いて、円
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筒状基体（直径８４ｍｍ、長さ３８１ｍｍ、厚さ３ｍｍの鏡面加工を施した円筒状のアル
ミニウム基体）上にプラス帯電ａ－Ｓｉ感光体を作製した。その際、電荷注入阻止層、光
導電層、表面層の順に成膜を行い、各層作製時のガス種および流量、内圧、高周波電力、
基体温度、膜厚を表１に示す条件として、電子写真感光体Ｄ１乃至１１を作製した。また
、電子写真感光体の作製本数は、各成膜条件で２本ずつ作製した。
【００９４】
　作製した各成膜条件２本ずつの電子写真感光体について、１本の電子写真感光体を用い
て、珪素原子の原子数と炭素原子の原子数の和に対する炭素原子の原子数の比（以下、Ｃ
／（Ｓｉ＋Ｃ）と称する）、珪素原子の原子密度（Ｓｉ原子密度と称する）、炭素原子の
原子密度（Ｃ原子密度と称する）、前記Ｓｉ原子密度と前記Ｃ原子密度の和（以下、Ｓｉ
＋Ｃ原子密度と称する）、珪素原子の原子数と炭素原子の原子数と水素原子の原子数の和
に対する水素原子の原子数の比（以下、「Ｈ原子比」と称する）水素原子の原子密度（Ｈ
原子密度と称する）を、後述の分析方法により求めた。
【００９５】
　そして、もう１本の電子写真感光体により、後述の評価条件にて、階調性、感度、鳴き
／びびりの評価１、クリーニング性、画像流れ、耐摩耗性、鳴き／びびりの評価２、の評
価をおこなった。これらの結果を表２に示す。
【００９６】
　（Ｃ／（Ｓｉ＋Ｃ）の測定、Ｓｉ＋Ｃ原子密度、Ｈ原子比の測定）
　まず、表１の電荷注入阻止層及び光導電層のみを積層させたリファレンス電子写真感光
体を作製し、任意の周方向における長手方向の中央部を１５ｍｍ□で切り出し、リファレ
ンス試料を作製した。次に、電荷注入阻止層、光導電層及び表面層を積層させた電子写真
感光体を同様に切り出し、測定用試料を作製した。リファレンス試料と測定用試料を分光
エリプソメトリー（Ｊ．Ａ．Ｗｏｏｌｌａｍ社製：高速分光エリプソメトリー　Ｍ－２０
００）により測定し、表面層の膜厚を求めた。
【００９７】
　分光エリプソメトリーの具体的な測定条件は、入射角：６０°、６５°、７０°、測定
波長：１９５ｎｍから７００ｎｍ、ビーム径：１ｍｍ×２ｍｍである。
【００９８】
　まず、リファレンス試料を分光エリプソメトリーにより各入射角で波長と振幅比Ψ及び
位相差Δの関係を求めた。
【００９９】
　次に、リファレンス試料の測定結果をリファレンスとして、測定用試料をリファレンス
試料と同様に分光エリプソメトリーにより各入射角で波長と振幅比Ψ及び位相差Δの関係
を求めた。
【０１００】
　そして、電荷注入阻止層および光導電層、表面層を順次積層し、最表面に表面層と空気
層嚥体積比が８：２となる粗さ層を有する層構成を計算モデルとして用いて、解析ソフト
：ＷＶＡＳＥ３２により各入射角における波長とΨ及びΔの関係を計算により求めた。さ
らに、この計算によりもとめた波長とΨ及びΔの関係と、測定用試料を測定して求めた波
長とΨ及びΔの関係の平均二乗誤差が最小となるときの表面層の膜厚を算出し、この値を
表面層の膜厚とした。
【０１０１】
　分光エリプソメトリーによる測定が終了した後、上記測定用試料をＲＢＳ（ラザフォー
ド後方散乱法）（日新ハイボルテージ（株）製：後方散乱測定装置　ＡＮ－２５００）に
より表面層中の珪素原子及び炭素原子の原子数を測定し、Ｃ／（Ｓｉ＋Ｃ）を求めた。次
に、測定した珪素原子及び炭素原子の原子数、ＲＢＳ測定面積及び分光エリプソメトリー
により求めた表面層の膜厚を用いて、珪素原子の原子密度、炭素原子の原子密度及びＳｉ
＋Ｃ原子密度を求めた。
【０１０２】
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　ＲＢＳと同時に、上記測定用試料をＨＦＳ（水素前方散乱法）（日新ハイボルテージ（
株）製：後方散乱測定装置　ＡＮ－２５００）により表面層中の水素原子の原子数を測定
した。ＨＦＳにより求められた水素原子の原子数と、ＲＢＳにより求められた珪素原子の
原子数及び炭素原子の原子数により、Ｈ原子比を求めた。次に、測定した水素原子の原子
数、ＨＦＳ測定面積および分光エリプソメトリーにより求めた表面層の膜厚を用いて、水
素原子の原子密度を求めた。
【０１０３】
　ＲＢＳ及びＨＦＳの具体的な測定条件は、入射イオン：４Ｈｅ+、入射エネルギー：２
．３ＭｅＶ、入射角：７５°、試料電流：３５ｎＡ、入射ビーム経：１ｍｍであり、ＲＢ
Ｓの検出器は、散乱角：１６０°、アパーチャ径：８ｍｍ、ＨＦＳの検出器は、反跳角：
３０°、アパーチャ径：８ｍｍ＋Ｓｌｉｔで測定を行った。
【０１０４】
　（無機微粉体の製造例Ｂ１）
　硫酸チタニル水溶液を加水分解して得られた含水酸化チタンスラリーをアルカリ水溶液
で洗浄した。次に、該含水酸化チタンのスラリーに塩酸を添加して、ｐＨを０．６５に調
整してチタニアゾル分散液を得た。該チタニアゾル分散液にＮａＯＨを添加し、分散液の
ｐＨを４．５に調整し、上澄み液の電気伝導度が７０μＳ／ｃｍになるまで洗浄をくり返
した。該含水酸化チタンに対し、０．９７倍モル量のＳｒ（ＯＨ）2・８Ｈ2Ｏを加えてＳ
ＵＳ製反応容器に入れ、窒素ガス置換した。さらにＳｒＴｉＯ3換算で０．５ｍｏｌ／Ｌ
になるように蒸留水を加えた。窒素雰囲気中で該スラリーを８３℃まで６．５℃／時間で
昇温し、８３℃に到達してから５．５時間反応を行った。反応後室温まで冷却し、上澄み
液を除去した後純水で洗浄をくり返した。
【０１０５】
　さらに窒素雰囲気下、上記スラリーをスラリーの固形分に対して６．５質量％のステア
リン酸ナトリウムを溶解した水溶液中に入れ、撹拌しながら、硫酸亜鉛水溶液を滴下して
、ペロブスカイト型結晶表面にステアリン酸亜鉛を析出させた。該スラリーを純水でくり
返し洗浄した後ヌッチェで濾過し、得られたケーキを乾燥してステアリン酸亜鉛で表面処
理した、概ね全粒子の粒子形状が概略立方体または直方体の六面体形状で、個数平均粒子
径が１１０ｎｍのチタン酸ストロンチウムを得た。このチタン酸ストロンチウムを無機微
粉体Ｂ１とする。
【０１０６】
　（トナーの製造例Ｔ１）
スチレン－ブチルアクリレート共重合体（ピーク分子量１．９万、Ｍｗ＝２８万、Ｍｎ＝
０．９万、Ｔｇ＝５６℃）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
マグネタイト（八面体、平均粒子径０．２１μｍ、保磁力１１．５ＫＡ／ｍ、残留磁化１
０．８Ａｍ2／ｋｇ、飽和磁化８２．１Ａｍ2／ｋｇ）　　　　　　　　　９０質量部
ポリエチレンワックス（（Ｍｎ＝８５０、融点：１０７℃、２５℃における針入度：１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４質量部
荷電制御剤（サリチル酸アルミ化合物、構造を下記に示す）　　　　　　　　２質量部
【０１０７】
【化１】

【０１０８】
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　上記材料をヘンシェルミキサーで十分に予備混合した後、１３０℃に設定した２軸混練
押し出し機によって溶融混練した。得られた混練物を冷却し、カッターミルで粗粉砕した
後、ジェット気流を用いた微粉砕機を用いて微粉砕し、得られた微粉砕物をさらに風力分
級機で分級し、質量平均粒径（Ｄ４）７．５μｍの分級微粉体を得た。
【０１０９】
　トナーの重量平均粒径（Ｄ４）は、以下のようにして算出する。測定装置としては、１
００μｍのアパーチャーチューブを備えた細孔電気抵抗法による精密粒度分布測定装置「
コールター・カウンター　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３」（登録商標、ベックマン・コール
ター社製）を用いる。測定条件の設定及び測定データの解析は、付属の専用ソフト「ベッ
クマン・コールター　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３　Ｖｅｒｓｉｏｎ３．５１」（ベックマ
ン・コールター社製）を用いる。尚、測定は実効測定チャンネル数２万５千チャンネルで
行なう。
【０１１０】
　測定に使用する電解水溶液は、特級塩化ナトリウムをイオン交換水に溶解して濃度が約
１質量％となるようにしたもの、例えば、「ＩＳＯＴＯＮ　ＩＩ」（ベックマン・コール
ター社製）が使用できる。
【０１１１】
　尚、測定、解析を行なう前に、以下のように前記専用ソフトの設定を行なった。
【０１１２】
　前記専用ソフトの「標準測定方法（ＳＯＭ）を変更」画面において、コントロールモー
ドの総カウント数を５００００粒子に設定し、測定回数を１回、Ｋｄ値は「標準粒子１０
．０μｍ」（ベックマン・コールター社製）を用いて得られた値を設定する。「閾値／ノ
イズレベルの測定ボタン」を押すことで、閾値とノイズレベルを自動設定する。また、カ
レントを１６００μＡに、ゲインを２に、電解液をＩＳＯＴＯＮ　ＩＩに設定し、「測定
後のアパーチャーチューブのフラッシュ」にチェックを入れる。
【０１１３】
　前記専用ソフトの「パルスから粒径への変換設定」画面において、ビン間隔を対数粒径
に、粒径ビンを２５６粒径ビンに、粒径範囲を２μｍから６０μｍまでに設定する。
【０１１４】
　具体的な測定法は以下の通りである。
【０１１５】
　（１）Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３専用のガラス製２５０ｍｌ丸底ビーカーに前記電解水
溶液約２００ｍｌを入れ、サンプルスタンドにセットし、スターラーロッドの撹拌を反時
計回りで２４回転／秒にて行なう。そして、専用ソフトの「アパーチャのフラッシュ」機
能により、アパーチャーチューブ内の汚れと気泡を除去しておく。
【０１１６】
　（２）ガラス製の１００ｍｌ平底ビーカーに前記電解水溶液約３０ｍｌを入れる。この
中に分散剤として「コンタミノンＮ」（非イオン界面活性剤、陰イオン界面活性剤、有機
ビルダーからなるｐＨ７の精密測定器洗浄用中性洗剤の１０質量％水溶液、和光純薬工業
社製）をイオン交換水で約３質量倍に希釈した希釈液を約０．３ｍｌ加える。
【０１１７】
　（３）発振周波数５０ｋＨｚの発振器２個を位相を１８０度ずらした状態で内蔵し、電
気的出力１２０Ｗの超音波分散器「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｉｓｐｅｎｓｉｏｎ　Ｓｙ
ｓｔｅｍ　Ｔｅｔｏｒａ１５０」（日科機バイオス社製）を準備する。超音波分散器の水
槽内に約３．３ｌのイオン交換水を入れ、この水槽中にコンタミノンＮを約２ｍｌ添加す
る。
【０１１８】
　（４）前記（２）のビーカーを前記超音波分散器のビーカー固定穴にセットし、超音波
分散器を作動させる。そして、ビーカー内の電解水溶液の液面の共振状態が最大となるよ
うにビーカーの高さ位置を調整する。
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【０１１９】
　（５）前記（４）のビーカー内の電解水溶液に超音波を照射した状態で、トナー約１０
ｍｇを少量ずつ前記電解水溶液に添加し、分散させる。そして、さらに６０秒間超音波分
散処理を継続する。尚、超音波分散にあたっては、水槽の水温が１０℃以上４０℃以下と
なる様に適宜調節する。
【０１２０】
　（６）サンプルスタンド内に設置した前記（１）の丸底ビーカーに、ピペットを用いて
トナーを分散した前記（５）の電解質水溶液を滴下し、測定濃度が約５％となるように調
整する。そして、測定粒子数が５００００個になるまで測定を行なう。
【０１２１】
　（７）測定データを装置付属の前記専用ソフトにて解析を行ない、重量平均粒径（Ｄ４
）を算出する。尚、前記専用ソフトでグラフ／体積％と設定したときの、「分析／体積統
計値（算術平均）」画面の「平均径」が重量平均粒径（Ｄ４）である。
【０１２２】
　得られた分級微粉体１００質量部に、前記無機微粉体Ｂ１（六面体形状のチタン酸スト
ロンチウム、個数平均粒径１１０ｎｍ）１質量部、さらに乾式法で製造されたシリカ微粉
体（ＢＥＴ比表面積２００ｍ2／ｇ）１００質量部あたりアミノ変性シリコーンオイル（
アミン当量８３０、２５℃における動粘度７０×１０-6ｍ2／ｓ）１６質量部で処理した
疎水性シリカ１質量部を加え、攪拌羽根回転速度１１００ｒｐｍのヘンシェルミキサーＦ
Ｍ５００（三井三池社製）により、４分間回転させて外添させ、目開き１５０μｍのメッ
シュで篩い、磁性一成分トナーＴ１を得た。
【０１２３】
　（無機微粉体の製造例Ｂ２）
　硫酸チタニル粉末を蒸留水に溶解し、溶液中のＴｉ濃度が１．５（ｍｏｌ／ｌ）、反応
終了時の酸濃度が２．０（ｍｏｌ／ｌ）になるように、硫酸及び蒸留水を添加した溶液を
調整し、この溶液を、密閉した容器により、１１０℃の加熱処理を３６時間行い、加水分
解反応をおこなった。その後、水洗浄を行い十分に硫酸、不純物を除去し、メタチタン酸
スラリーを得た。このスラリーに、酸化チタンに対して等モル量になるように炭酸ストロ
ンチウム（平均粒子径８０ｎｍ）を添加する。水系湿式中で十分に混合した後、洗浄、乾
燥後、８００℃にて３時間焼結し、機械粉砕、分級工程を経て個数平均粒子径が１００（
ｎｍ）で球状のチタン酸ストロンチウムを得た。このチタン酸ストロンチウムを無機微粉
体Ｂ２とする。
【０１２４】
　（無機微粉体の製造例Ｂ３）
　金属マグネシウムを蒸留精製した、高純度のマグネシウムを１１５０℃で加熱気化させ
て酸化反応器に導入し、さらに希稈剤として純度９９．９％のアルゴンガスを導入してマ
グネシウム蒸気圧０．０４気圧とし、次に純度９９．９％の酸素ガスを導入しながら温度
１０００℃で酸化させた。酸化中、生成するマグネシア微粒子を循環させて、酸化火炎中
、溶融成長させ、気相酸化反応法により製造された個数平均粒径が２００ｎｍの酸化マグ
ネシウム（ＭｇＯ）粉末を得た。この酸化マグネシウム粒子を無機微粉体Ｂ３とする。
【０１２５】
　（無機微粉体の製造例Ｂ４）
　撹拌機、滴下ロート、温度計をガラス製反応器にセットし、エタノールに、アンモニア
水を加え撹拌し、２５℃に保った。次にこの溶液にテトラエトキシシランを６０分間で滴
下し反応させた。滴下終了後さらに２５℃にて３時間撹拌を続けシリカゾル懸濁液を得た
。次にこのシリカゾル懸濁液を加熱し、エタノールを除去した後トルエンを加えさらに加
熱し、水を除去した。次に懸濁液中のシリカ粒子に対して３質量部のメチルシランを加え
た後、８０℃で１時間反応させシリカの疎水化処理をおこなった。その後、懸濁液を加熱
し、トルエンを除去し、流動層乾燥機で乾燥させた後、ピンミルで粉砕した。その後、速
やかに再びトルエン溶液中に分散させた後、ヘキサメチルジシラザン１０質量部を加え十
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分に撹拌をおこなう。その後、流動層乾燥機を用いて１１０℃で乾燥させた後、ピンミル
で十分に解砕して、個数平均粒子径１１０ｎｍで球状のゾルゲル法シリカを得た。このシ
リカ粒子を無機微粉体Ｂ４とする。
【０１２６】
　（無機微粉体の製造例Ｂ５）
　反応容器中にアルゴンと酸素の体積比が３：１の混合ガスを導入し大気と置換させる。
この反応容器中に酸素ガスを４０（ｍ3／ｈｒ）及び水素ガスを２０（ｍ3／ｈｒ）で供給
し着火装置を用いて酸素－水素からなる燃焼炎を形成する。次いでこの燃焼炎中に圧力１
２ｋｇ／ｃｍ3の水素キャリアガスで原料の金属ケイ素粉末を投入し、粉塵雲を形成する
。この粉塵雲に燃焼炎により着火し粉塵爆発による酸化反応を生じさせる。酸化反応後、
反応容器内を冷却し、個数平均粒子径７３０（ｎｍ）で球状のシリカ微粉末を得た。この
シリカ粒子を無機微粉体Ｂ５とする。
【０１２７】
　（無機微粉体の製造例Ｂ６）
　無機微粉体の製造例Ｂ５においてキャリアガスの圧力を９ｋｇ／ｃｍ3とする以外は無
機微粉体の製造例Ｂ５と同様にして、個数平均粒子径９２０（ｎｍ）で球状のシリカ微粉
末を得た。このシリカ粒子を無機微粉体Ｂ６とする。
【０１２８】
　（無機微粉体の製造例Ｂ７）
　支燃性ガス供給管を開いて酸素ガスをバーナーに供給し、着火用バーナーに点火した後
、可燃性ガス供給管を開いて水素ガスをバーナーに供給して火炎を形成し、これに四塩化
珪素を蒸発器にてガス化して供給し、火炎加水分解反応をおこなわせ、生成したシリカ粉
末を回収した。得られたシリカ微粉末１００質量部を用い、これをミキサーに入れ、窒素
雰囲気下、撹拌しながら、５０ｍｍ２／ｓのジメチルシリコーンオイル２０質量部を滴下
し、３００℃で１時間加熱撹拌した後に冷却しピンミルで十分に解砕して、個数平均粒子
径２２（ｎｍ）で球状のシリカ微粉末を得た。このシリカ粒子を無機微粉体Ｂ７とする。
【０１２９】
　（無機微粉体の製造例Ｂ８）
　市販の天然マイカ微粒子（５μｍ）を充分にジェットミル粉砕し、サイクロンで分級捕
集して、個数平均粒子径２８０（ｎｍ）で板状のマイカ微粉末を得た。このマイカ粒子を
無機微粉体Ｂ８とする。
【０１３０】
　（無機微粉体の製造例Ｂ９）
　市販の天然タルク微粒子（２μｍ）を充分にジェットミル粉砕し、サイクロンで分級捕
集して、個数平均粒子径３３０（ｎｍ）で板状のタルク微粉末を得た。このタルク粒子を
無機微粉体Ｂ９とする。
【０１３１】
　（無機微粉体の製造例Ｂ１０）
　有機溶媒中にＳｉＣｌ4を分散し２５℃に保持した。これにＮＨ3を吹き込み反応させ、
反応生成物を濾別洗浄してシリコンジイミドを得た。得られたシリコンジイミドを９５０
℃で仮焼し、非晶質の窒化珪素粉末を得た。この非晶質窒化珪素粉末を窒素ガス気流中、
１３５０℃に加熱して結晶化を行いα型窒化珪素粉末とした後、さらに粉砕して、個数平
均粒径８０ｎｍで不定形の窒化珪素微粉末を得た。
【０１３２】
　これを、常法により洗浄、ろ過、乾燥、解砕処理して、窒化珪素微粒子を得た。この窒
化珪素微粒子を無機微粉体Ｂ１０とする。
【０１３３】
　（トナーの製造例Ｔ２乃至Ｔ１０）
　添加する無機微粉体Ｂ１を表２のようにＢ２乃至１０に換えたほかは、トナーの製造例
Ｔ１と同様にして、トナーＴ２乃至１０を得た。
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【０１３４】
　＜実施例１＞
　上記感光体Ｄ１およびトナーＴ１を用い、キヤノン製レーザー複写機ｉＲＣ６８００の
一次帯電装置と感光体クリーニング装置を改造した装置にて、モノカラーモードにて通紙
耐久試験をおこなった。
【０１３５】
　この実験で用いた一次帯電部材は、直径６ｍｍの芯金周面に、厚さ３ｍｍのウレタンゴ
ム・ＥＰＤＭ等に導電性のカーボンを分散させた弾性層を有する。また、その表面にポリ
テトラフルオロエチレン樹脂、アクリル樹脂の混樹樹脂に導電性カーボンを添加した表面
層を被覆して構成されている。全体の形状は、外径１２ｍｍ、長手方向の長さ３２０ｍｍ
のローラ形状であり、感光体に侵入量０．５ｍｍで接し、感光体に従動回転するように取
り付け、所定の一次帯電バイアスを印可した。
【０１３６】
　接触帯電方式において、帯電部材に清掃ブラシや植毛ローラ等の清掃部材を設けて帯電
部材の汚染を抑える方法が知られているが、この耐久では汚染の様子をそのまま観察する
ためにこの帯電ローラに清掃部材は設けない。
【０１３７】
　また、この実験で用いた感光体クリーニング装置は、クリーニングブレードを厚さ３．
０ｍｍでウレタンゴム製（硬度６５°）の板状ブレードとし、感光体との当接圧は２３℃
／５０％の環境下において０．４５Ｎ／ｃｍに設定した。クリーニングブレードと感光体
との当接圧としては、トナーすり抜けやブレード先端の破損などを考慮して０．１Ｎ／ｃ
ｍから０．５Ｎ／ｃｍの範囲の中で設定されることが一般的であり、０．４５Ｎ／ｃｍは
強めの設定である。
【０１３８】
　まず、室内の温度と湿度を調整できる環境試験室において、室内の温度／湿度を２３℃
／５０％に設定した環境下で、感光体ヒータを常時オンに設定し、感光体の階調性、およ
び感度の評価をおこなった。
【０１３９】
　（階調性評価）
　まず、画像露光光による４５度１７０ｄｐｉ（１インチあたり１７０線）の線密度で面
積階調ドットスクリーンを用い面積階調（すなわち画像露光をおこなうドット部分の面積
階調）によって、全階調範囲を１７段階に均等配分した階調データを作成した。このとき
、最も濃い階調を１６、最も薄い階調を０として、各階調に番号を割り当て、階調段階と
する。
【０１４０】
　次に、上記電子写真装置に作製した電子写真感光体を設置し、上記階調データを上記電
子写真装置のテキストモードを用いてＡ３用紙に出力する。このとき、高湿流れが起きる
と階調性評価に影響するため、前述したように感光体ヒータを常時オンに設定し、電子写
真感光体の表面を約４０℃に保つ条件とした。得られた画像を各階調ごとに反射濃度計（
Ｘ－Ｒｉｔｅ　Ｉｎｃ製：５０４　分光濃度計）により画像濃度を測定する。
【０１４１】
　こうして得られた評価値と階調段階との相関係数を算出し、各階調の反射濃度が完全に
直線的に変化する階調表現が得られた場合である相関係数＝１．００からの差分を求めた
。そして、成膜条件Ｎｏ．１で作製した電子写真感光体の相関係数から算出される差分に
対する各成膜条件にて作製された電子写真感光体の相関係数から算出される差分の比を階
調性の指標として評価した。この評価において、数値が小さいほど階調性が優れており、
直線的に近い階調表現がなされていることを示している。なお、反射濃度測定では各々の
階調毎に３枚の画像を出力し、それら濃度の平均値を評価値とした。この結果を以下のよ
うに３段階評価とし、Ａ乃至Ｂを合格とした。評価結果を表２に示す。
Ａ‥成膜条件Ｎｏ．１で作製した電子写真感光体の相関係数から算出される相関係数＝１
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．００からの差分に対する各成膜条件にて作製された電子写真感光体から算出される相関
係数＝１．００からの差分の比が１．８０以下で階調性が良好。
Ｂ‥成膜条件Ｎｏ．１で作製した電子写真感光体の相関係数から算出される相関係数＝１
．００からの差分に対する各成膜条件にて作製された電子写真感光体から算出される相関
係数＝１．００からの差分の比が１．８０を超え２．２０未満で実用上問題なし。
Ｃ‥成膜条件Ｎｏ．１で作製した電子写真感光体の相関係数から算出される相関係数＝１
．００からの差分に対する各成膜条件にて作製された電子写真感光体から算出される相関
係数＝１．００からの差分の比が２．２０を超えて実用上問題あり。
【０１４２】
　（感度評価）
　画像露光を切った状態で、一次帯電ローラに接続した外部電源により帯電器へ供給する
電流を調整して電子写真感光体の表面電位を４００Ｖとなるように設定した。
【０１４３】
　次に、先に設定した帯電条件で帯電させた状態で、画像露光を照射し、その照射エネル
ギーを調整することにより現像器位置の電位を１００Ｖとした。
【０１４４】
　感度評価で用いた電子写真装置の画像露光光源は、発振波長が６５８ｎｍの半導体レー
ザーである。評価結果は成膜条件Ｎｏ．６の電子写真感光体を搭載した場合の照射エネル
ギーを１．００とした相対比較で示し、結果を以下のように３段階評価とし、Ａ乃至Ｂを
合格とした。評価結果を表２に示す。
Ａ‥成膜条件Ｎｏ．６の電子写真感光体での照射エネルギーに対する照射エネルギーの比
が１．１０未満で優れている。
Ｂ‥成膜条件Ｎｏ．６の作製した電子写真感光体での照射エネルギーに対する照射エネル
ギーの比が１．１０以上１．１５未満で実用上問題なし。
Ｃ‥成膜条件Ｎｏ．６の電子写真感光体での照射エネルギーに対する照射エネルギーの比
が１．１５以上で実用上問題あり。
【０１４５】
　次に、感光体ヒータを常時オフに設定したのち、１５時間かけて徐々に環境試験室の温
度／湿度を１２．５℃／１０％ＲＨに変更した。感光体ヒータを常時オフに設定したまま
、印字面積２％のＡ４白黒原稿を用いて、２枚通紙する毎に感光体の回転が５秒間停止す
る間欠運転にて、５０００枚の通紙耐久を行った。通紙終了後、そのまま１２．５℃／１
０％ＲＨの環境下で１５時間放置したのち、再度、同様の間欠運転にて５０００枚の通紙
耐久を行った。
【０１４６】
　この低温／低湿環境下での耐久通紙のなかで、感光体の鳴きやびびりの評価（１）をお
こなった。感光体の鳴きやびびりは、常温時よりもクリーニングブレードの弾性が低下す
る低温環境下で起きやすい。このため、感光体ヒータも前述したように常時オフに設定す
るが、感光体ヒータをオフにすることにより高湿流れが発生すると画像評価に影響するた
め、前述のように低湿環境とした。
【０１４７】
　（感光体の鳴き、びびりの評価１）
　感光体が鳴きやびびりを起こすとユーザーが異常音として関知するほか、悪化すればク
リーニングブレードの破損やクリーニング不良を起こし、印刷画像欠陥となってしまう。
【０１４８】
　感光体の鳴きやびびりの評価方法としては、間欠通紙中の感光体の回転起動時や停止時
、また特に１２．５℃／１０％環境での放置後、冷えた状態からの起動時に、感光体から
気になるような音があるかどうかをチェックし、結果を以下のように５段階評価とし、Ａ
乃至Ｃまでを合格とした。評価結果を表２に示す。
Ａ‥感光体の鳴きやびびりは全く認められない。
Ｂ‥ごく僅かな頻度で、通常は気付かない程度のごく小さな音が認められた。
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Ｃ‥僅かな頻度で、通常は気にならない程度の小さな音が認められた。
Ｄ‥通常は気にならない程度の小さな音が認められた、または頻度を問わず気になる音を
確認した。
Ｅ‥鳴き、びびりによる画像欠陥が発生した。
【０１４９】
　次に、感光体ヒータを常時オンに設定したのち、１５時間かけて徐々に環境試験室の温
度／湿度を３２．５℃／８０％ＲＨに変更した。ここで画像流れ評価のリファレンスとな
るＡ３文字チャート（４ｐｔ、印字率４％）を印字した。
【０１５０】
　次に、感光体ヒータを常時オフにして、低温時と同様の間欠運転にて５０００枚の通紙
耐久を行った。通紙終了後電源を切り、そのまま３２．５℃／８０％ＲＨの環境下で６０
時間放置したのち、感光体ヒータをオフのままで立ち上げ、再度、Ａ３文字チャートを印
字した。
【０１５１】
　この高温／高湿環境下での、放置前後のＡ３文字チャートにより、画像流れの評価をお
こなった。高温／高湿下で画像流れを防止する効果のある感光体ヒータをオフにしている
ことにより、画像流れが発生しやすくなる。
【０１５２】
　（画像流れ評価）
　５０００枚の通紙試験前に出力した画像と、６０時間放置後に出力した画像を、それぞ
れキヤノン製デジタル電子写真装置ｉＲＣ－５８７０を用いて、モノクロ３００ｄｐｉの
２値の条件でＰＤＦファイルに電子化した。電子化した画像をＡｄｏｂｅ　Ｐｈｏｔｏｓ
ｈｏｐ（Ａｄｏｂｅ製）を用いて、電子写真感光体１周分の画像領域（２５１．３ｍｍ×
２７３ｍｍ）の黒比率を測定した。次に、連続通紙耐久前に出力した画像に対する連続通
紙試験後に出力した画像の黒比率の比率を求め、耐久流れの評価を行った。
【０１５３】
　耐久流れが発生した場合、画像全体で文字がぼける、または、文字が印字されずに白抜
けするため、連続通紙試験前の正常な画像と比較した場合、出力された画像における黒比
率が低下する。よって、連続通紙試験前の正常な画像に対する連続通紙試験後に出力され
た画像の黒比率の比率が１００％に近いほど高湿流れが良好となる。この結果を以下のよ
うに５段階評価とし、Ａ乃至Ｃまでを本発明の効果ありとし、合格とした。評価結果を表
２に示す。
Ａ‥連続通紙試験前の画像に対する連続通紙試験後に出力した画像の黒比率が、９５％以
上１０５％以下で特に優れている。
Ｂ‥連続通紙試験前の画像に対する連続通紙試験後に出力した画像の黒比率が、８５％以
上９５％未満で優れている。
Ｃ‥連続通紙試験前の画像に対する連続通紙試験後に出力した画像の黒比率が、７５％以
上８５％未満で良好である。
Ｄ‥連続通紙試験前の画像に対する連続通紙試験後に出力した画像の黒比率が、６５％以
上７５％未満で実用上は問題なし。
Ｅ‥連続通紙試験前の画像に対する連続通紙試験後に出力した画像の黒比率が、６５％未
満で良好ではない。
【０１５４】
　次に、感光体ヒータは常時オフ設定のまま、１５時間かけて徐々に環境試験室の温度／
湿度を２３℃／５０％ＲＨに変更したのち、印字率１％のＡ４白黒原稿を用いて、１日あ
たり２万５千枚の連続通紙耐久を１０日間実施して、２５万枚まで行った。
【０１５５】
　この連続通紙終了までの耐久で、感光体の耐摩耗性およびクリーニング性の評価をおこ
なった。
【０１５６】
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　（耐磨耗性評価）
　耐磨耗性の評価方法は、作製直後と耐久終了後の電子写真感光体表面層膜厚を、電子写
真感光体の任意の周方向で長手方向９点（電子写真感光体の長手方向中央を基準として、
０ｍｍ、±５０ｍｍ、±９０ｍｍ、±１３０ｍｍ、±１５０ｍｍ）及び前記任意の周方向
から１８０°回転させた位置での長手方向９点、合計１８点を測定し、その１８点の平均
値により算出した。
【０１５７】
　測定方法は、２ｍｍのスポット径で電子写真感光体表面に垂直に光を照射し、分光計（
大塚電子製：ＭＣＰＤ－２０００）を用いて、反射光の分光測定をおこなう。得られた反
射波形をもとに表面層膜厚を算出した。このとき、波長範囲を５００ｎｍから７５０ｎｍ
、光導電層の屈折率は３．３０とし、表面層の屈折率は前述したＳｉ＋Ｃ原子密度測定の
際に行った分光エリプソメトリーの測定より求まる値を用いた。
【０１５８】
　作製直後の電子写真感光体の膜厚を測定してから画像形成装置に取り付け、一連の耐久
試験に使用したあと画像形成装置から取り出し、作成直後の測定と同じ位置で膜厚を測定
し、作製直後と同様に連続通紙試験した後の表面層膜厚を算出する。そして、作製直後及
び連続通紙試験後で得られた表面層の平均膜厚から差分を求め２６．５万枚での磨耗量を
算出する。そして、成膜条件Ｎｏ．６の電子写真感光体の作製直後及び連続通紙試験後で
得られた表面層の平均膜厚の差分に対する各電子写真感光体の表面層の平均膜厚の差分の
比率を求め、相対評価を行った。この結果を以下のように５段階評価とし、Ａ乃至Ｃまで
を本発明の効果ありとし、合格とした。評価結果を表２に示す。
Ａ‥成膜条件Ｎｏ．６の電子写真感光体表面層の平均膜厚の差分に対する各成膜条件にて
作製された電子写真感光体表面層の平均膜厚の差分比率が６０％以下で特に優れた耐磨耗
性を有する。
Ｂ‥成膜条件Ｎｏ．６の電子写真感光体表面層の平均膜厚の差分に対する各成膜条件にて
作製された電子写真感光体表面層の平均膜厚の差分比率が６０％より大きく７５％以下で
優れている。
Ｃ‥成膜条件Ｎｏ．６の電子写真感光体表面層の平均膜厚の差分に対する各成膜条件にて
作製された電子写真感光体表面層の平均膜厚の差分比率が７５％より大きく９０％以下で
良好である。
Ｄ‥成膜条件Ｎｏ．６の電子写真感光体表面層の平均膜厚の差分に対する各成膜条件にて
作製された電子写真感光体表面層の平均膜厚の差分比率が９０％より大きく１００％以下
で実用上問題なし。
Ｅ‥成膜条件Ｎｏ．６の電子写真感光体表面層の平均膜厚の差分に対する各成膜条件にて
作製された電子写真感光体表面層の平均膜厚の差分比率が１００％より大きく、良好では
ない。
【０１５９】
　（クリーニング不良の評価）
　クリーニング不良の評価方法としては、間欠通紙中の画像にクリーニング不良による縦
スジやびびり跡の発生をチェックし、また耐久通紙完了後にトナーや無機微粉体による帯
電ローラの表面汚染状態をチェックし、以下のように５段階評価とし、Ａ乃至Ｃまでを合
格とした。評価結果を表２に示す。
Ａ‥通紙耐久を通じてクリーニング不良による画像欠陥は見られず、また耐久通紙完了後
の帯電ローラの汚染状態も良好である。
Ｂ‥通紙耐久を通じてクリーニング不良による画像欠陥は見られないが、耐久通紙完了後
の帯電ローラに軽い汚染が見られる。
Ｃ‥通紙耐久を通じてクリーニング不良による画像欠陥は見られないが、耐久通紙完了後
の帯電ローラに汚染が見られる。
Ｄ‥通紙耐久のなかでクリーニング不良による軽微な画像欠陥があった。
Ｅ‥通紙耐久のなかでクリーニング不良による画像欠陥があった。
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【０１６０】
　次に、耐摩耗性評価をした感光体を画像形成装置に戻し、感光体ヒータは常時オフ設定
のまま、２３℃／５０％ＲＨの環境下で、印字率４％のＡ５原稿を用い、Ａ４用紙の長手
奥側半分に印字させ、手前側半分を無印字部分として、１日あたり２万５千枚の連続通紙
耐久を１０日間実施して、２５万枚まで行った。
【０１６１】
　この、苛酷な条件下での連続通紙で、感光体の鳴きとびびりの評価（２）をおこなった
。原稿のない感光体およびクリーニングブレード長手方向の半分の部分には印字がないの
で、クリーニングブレードのニップ部分にトナーおよびトナーに含有する無機微粉体が補
給されず、従って無機微粉体が消耗または消失すればクリーニングブレードの潤滑剤が不
足する状態となる。この評価で使用している画像形成装置ではクリーニングユニットで回
収されたトナーは奥側へ送られて回収され、クリーニングユニット内で回収トナーが手前
側へ循環されることもない。モース硬度が低い無機微粉体は摩滅して消失し、表面の原子
密度が低い感光体では無機微粉体により削られた微小な溝から無機微粉体がすり抜け、何
れも潤滑性が低下すると考えられる。
【０１６２】
　（感光体の鳴き、びびりの評価２）
　感光体の鳴きやびびりの評価（１）と同様に、感光体から気になるような音があるかど
うかをチェックし、結果を以下のように５段階評価とし、Ａ乃至Ｃまでを合格とした。評
価結果を表２に示す。
Ａ‥感光体の鳴きやびびりは全く認められない。
Ｂ‥ごく僅かな頻度で、通常は気付かない程度のごく小さな音が認められた。
Ｃ‥僅かな頻度で、通常は気にならない程度の小さな音が認められた。
Ｄ‥通常は気にならない程度の小さな音が認められた、または頻度を問わず気になる音を
確認した。
Ｅ‥鳴き、びびりによる画像欠陥が発生、またはクリーニングブレードがめくれてクリー
ニング不能となった。
【０１６３】
　＜実施例２乃至１０、参考例１乃至５、比較例１乃至５＞
　使用する感光体とトナーをそれぞれＤ１乃至Ｄ１１、Ｔ１乃至Ｔ１０に、表２のように
替えたほかは、実施例１と同様にして、実施例２乃至１０、参考例１乃至５、および比較
例１乃至５の評価をおこなった。なお、比較例１および２については、１２．５℃／１０
％ＲＨでの通紙においてクリーニング部材のびびり、およびクリーニング不良による著し
い画像欠陥が発現したため、その後の通紙耐久は中止した。評価結果を表２に示す。
【０１６４】
　以上の評価結果より、本発明の効果を確認した。
【０１６５】
　実施例１乃至３および比較例４乃至５の結果より、感光体表面層の珪素原子の原子密度
と炭素原子の原子密度の和が６．６０×１０22原子／ｃｍ3以上であることで耐摩耗性と
画像流れに有効であることがわかる。
【０１６６】
　また、実施例１および１０、参考例１乃至５、比較例１乃至３の結果より、前記感光体
を用いた場合に、モース硬度が４．０以上７．０以下である無機微粉体をトナーが有して
いれば、クリーニング部材を強く押しつける条件でも鳴きやびびりを発生させず、クリー
ニング性を良好に維持できることがわかった。無機微粉体のモース硬度が４．０未満の場
合は感光体の停止時鳴きや起動時のびびりが起き、それに伴ってクリーニングブレードか
らトナーがすり抜け、画像欠陥を起こし帯電ローラを汚染した。モース硬度が７．０を超
えると感光体の削れが促進され、耐久終了時には軽微ではあったが感光体の周キズによる
スジ状の画像欠陥が見られた。
【０１６７】
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　参考例１乃至５の結果より、該無機微粉体の一次粒子の個数平均粒径が３０ｎｍ以上８
００ｎｍ以下であると感光体の鳴きやびびり、クリーニング性、画像流れが良好であり、
１００ｎｍ以上３００ｎｍ以下であるとさらに良好な結果であった。３０ｎｍ未満でも８
００ｎｍを超えても、クリーニングブレードと感光体が接するニップ部での潤滑効果が小
さくなり、感光体の鳴きやびびりを起こしやすくなり、３０ｎｍ未満では無機微粉体のす
り抜けによって帯電ローラが白く汚染され、８００ｎｍを超えるとトナーすり抜けにより
黒く汚染された。
【０１６８】
　実施例１および１０、参考例１乃至３の結果より、該無機微粉体がチタン酸ストロンチ
ウムであると好ましく、実施例１と１０の比較で、さらに六面体の形状であると好ましい
ことがわかった。チタン酸ストロンチウムが弱正帯電の帯電特性を持つことと、稜線や頂
点を持つ形状であることが何らかの効果を発揮し、クリーニングブレードと感光体のニッ
プ部に最適に配置され、好ましい働きをしていると考えている。
【０１６９】
　実施例１乃至９および比較例４乃至５の結果より、該電子写真感光体の表面層の珪素原
子と炭素原子の原子密度の和に対する炭素原子の原子密度の比が０．６１以上０．７５以
下であるとさらに好ましいことがわかった。この比が０．６１未満であると階調性が悪化
し、０．７５を超えると感度が低下している。
【０１７０】
　さらに実施例１乃至９および比較例４乃至５の結果より、珪素原子の原子密度、炭素原
子の原子密度、および水素原子の原子密度の和に対する水素原子の原子密度の比が０．３
０以上０．４５以下であるとさらに好ましいことがわかった。この比が０．３０未満であ
ると感度が悪化し、０．４５を超えると耐摩耗性が悪化している。
【０１７１】
　また、鳴きやびびりの評価（２）において、比較例３乃至５は２３℃／５０％ＲＨにお
ける連続通紙途中にブレードめくれが発生し、通紙耐久を中止した。比較例３はモース硬
度の高い無機微粉体であり、比較例４乃至５は原子密度の低い感光体である。どちらも無
機微粉体による感光体表面の研磨力が大きいと考えられ、したがって感光体表面が無機微
粉体により削られ、微小な溝から無機微粉体がすり抜けて消失し、潤滑性が低下してブレ
ードがめくれたものと思われる。
【０１７２】
　以上より、電子写真感光体表面層の珪素原子の原子密度と炭素原子の原子密度の和が６
．６０×１０22原子／ｃｍ3以上とし、トナーに含まれる該無機微粉体はモース硬度が４
．０以上７．０以下であることにより、クリーニング部材の鳴きやびびりが発生せず、ま
た感光体の摩耗を促進させることなく画像流れ等の画像欠陥を抑制でき、幅広い使用環境
において高画質を達成する長寿命で低電力な画像形成装置を得ることができる。
【０１７３】
　さらに、無機微粉体一次粒子の個数平均粒径が３０ｎｍ以上８００ｎｍ以下であり、そ
の主成分がチタン酸ストロンチウムであり、その形状は６個の四角形で囲まれた凸多面体
である六面体であり、さらに該電子写真感光体の表面層の珪素原子と炭素原子の原子密度
の和に対する炭素原子の原子密度の比が０．６１以上０．７５以下であり、珪素原子の原
子密度、炭素原子の原子密度、および水素原子の原子密度の和に対する水素原子の原子密
度の比が０．３０以上０．４５以下であれば、さらに出力画像の階調性や濃度に優れ、感
光体の鳴きやびびりにとって苛酷な条件で長時間使用されても、良好な画像品質をさらに
維持できる画像形成装置を得ることができる。
【０１７４】
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【表１】

【０１７５】
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【表２】

【図面の簡単な説明】
【０１７６】
【図１】本発明の電子写真感光体の作製に用いられるプラズマＣＶＤ装置の一例の模式図
である。
【図２】従来のコロナ帯電方式を使用した電子写真装置の模式的概略断面図である。
【図３】実施例で用いた接触帯電方式に改造した電子写真装置の概略断面図である。
【符号の説明】
【０１７７】
１１００　堆積装置
１１１０　反応容器
１１１１　カソード電極
１１１２　導電性基体
１１１３　基体加熱用ヒータ
１１１４　ガス導入管
１１１５　高周波マッチングボックス
１１１６　ガス配管
１１１７　リークバルブ
１１１８　メインバルブ
１１１９　真空計
１１２０　高周波電源
１１２１　絶縁材料
１１２３　受け台
１２００　ガス供給装置
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１２１１～１２１５　マスフローコントローラ
１２２１～１２２５　ボンベ
１２３１～１２３５　バルブ
１２４１～１２４５　流入バルブ
１２５１～１２５５　流出バルブ
１２６０　補助バルブ
１２６１～１２６５　圧力調整器

【図１】 【図２】
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【図３】
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